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埼玉県産豚肉応援フェア実施業務委託仕様書 

 

 

 

 

 

１ 委託事業名 

  埼玉県産豚肉応援フェア実施業務 

 

２ 目的 

 県内外の飲食店において、県産豚肉を使用したメニューを提供するフェアを実施

し、消費者に県産豚肉の美味しさを知っていただくことで、県産豚肉の消費拡大を

図る。 

 

３ 委託業務の内容 

（１）埼玉県産豚肉応援フェアの企画・運営 

 ア 内容 

   県内外の飲食店において、県産豚肉を使用したメニューを提供するフェアを開 

  催する。 

 

 イ 開催時期 

   令和２年１月～３月のうち約１か月間 

 

（２）実施店舗の募集・選定 

  ・実施店舗の募集、選定を行う。ただし、実施店舗の決定に当たっては、埼玉県 

  の承認を得ること。 

  ・実施店舗数は、３０店舗以上とする。そのうち、１０店舗は埼玉県が募集を行 

  う。 

  ・県産豚肉を使用している飲食店リストについては、県から提供する。 

   なお、実施店舗の募集は、埼玉県が提供する飲食店リスト掲載店舗に限定する 

  ものではない。 

 

（３）フェア実施に関する広報 

  ・フェアの事前告知を、各種手法により行う。 

  ・フェアの内容や参加店舗、提供メニュー等について広報するウエブページを作 

  成・公開すること。 

   ウエブページについては、既存の飲食店情報サイト内に特設サイトを作成する 

  ことも可とする。 

・この仕様書は企画提案書作成用である。 

・企画提案募集後、埼玉県は委託先候補者として選定された者と協議を行い、協議

が整った場合は当該協議を踏まえ仕様書を修正の上、契約を締結する。 
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（４）誘客対策 

  ・多くのお客様に来店いただくための仕掛けを行うこと。 

  ・フェアの実施が店頭で分かる仕掛けを行うこと。 

  

【提案を求める内容】 

 ・ フェアの実施内容（参加店舗の募集・選定方法、実施体制、広報、周知・ 

  誘客対策等） 

 

４ 委託期間  

  契約締結日から令和２年３月２３日（月）まで  

 

５ 事業計画書、工程表及び報告書の提出 

（１）事業計画書、工程表 

 ・受託者は、契約締結後速やかに実施計画書として本委託業務の実施体制及び工程 

 表を作成し、県に提出すること。 

 ・業務の実施に当たっては、県と協議の上で行うこと。また、事業計画書に基づき 

 進むよう進捗管理を行うとともに、工程表に基づいた実施状況を県に適宜報告する 

 こと。 

（２）報告書 

  委託業務の完了後、事業の実施状況を取りまとめた報告書を次のとおり作成し、 

 県に提出すること。 

  ア 提出物 

   ・業務完了報告書  

   ・事業実施報告書（業務の実施期間、概要、実施店舗における実績、業務に要 

   した事業費等を含むもの）及び電子データ（事業実施報告書を記録した電子媒 

   体） 

  イ 提出期限 

    令和２年３月２３日（月） 

  ウ 提出先 

    埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

    埼玉県農林部農業ビジネス支援課 販売対策担当 

 

６ 関係書類等の整備 

  本業務実施に関する以下の関係帳簿類を整備し、業務を終了した日の属する県の 

 会計年度の翌年度から５年間保管すること。 

  

 ・総勘定元帳及び現金出納簿等の会計関係帳簿類 

 ・事業の実績に係る記録 
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７ 業務の適正な実施に関する事項 

（１）受託者は、関係法令を遵守すること。 

（２）受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ 

  とはできない。ただし、あらかじめ該当作業を履行するために関与するすべての 

  委託先を特定し、再委託の内容、再委託先に対する管理方法等を記載した書面を 

  県に提出し、県に承諾を得た場合はこの限りではない。 

（３）受託者あるいは受託者から再委託を受けた者が業務を行うに当たって個人情報 

  を取り扱う場合には、埼玉県個人情報保護条例（平成１６年埼玉県条例第６５号）、 

  知事の保有する個人情報の保護等に関する規則（平成１７年埼玉県規則第７３号） 

  に基づき、適正に取り扱うものとする。 

（４）受託者あるいは受託者から再委託を受けた者は、業務上知り得た秘密を他に漏 

  らし、又は自己の利益のために利用することはできな 

（５）受託者は、本業務の履行に当たり、自己の責めに帰する事由により埼玉県に損 

  害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（６）受託者は、本業務の履行に当たり、受託者の行為が原因で第三者その他に損害 

  が生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

（７）受託者は、委託契約書及び仕様書に基づき、常に埼玉県と密接な連絡を取り、   

  その指示に従うこと。 

（８）本業務の実施における危機管理体制（緊急連絡網等）については、本業務開始 

  時に埼玉県に報告する。 

（９）この契約により作成される成果物及びその他の著作権等の取扱いについては、 

  埼玉県に無償で譲渡するものとする。 

   ただし、写真の著作権等、個別に協議した場合においてはこの限りではない。 

  なお、作成した成果物の二次利用に当たって必要な権利関係の調整等は、受託者 

  の負担において行うこととする。 

 

８ その他 

  本仕様書に明示なき事項、または業務上疑義が生じた場合は、その都度、遅滞な 

 く埼玉県と受託者双方が協議し業務を進めるものとする。 

 

 

 


